
令和8年度 第1回総会/提案・報告会

開始時刻までしばらくお待ちください

開始時刻14:30 終了予定時刻17:00

• 事務局が記録のために録画・撮影を行います。

• 講演の二次配信・録画・録音・スクリーンショットを含む撮影は禁止しております。

• ネットワーキング会場では、出展者様の許可が得られた場合のみ撮影可とします。

参加者の皆様への注意事項
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フードテック官民協議会 事務局



フードテック官民協議会
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開会挨拶

1. 日本成長戦略会議フードテックWGについて

2. 機関・団体からの発表

3. 登壇者によるピッチ発表

4. 事務局からのご案内
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令 和 ８ 年 ６ 月

日本成長戦略会議フードテックWGにおける検討について



食料の需要をめぐる状況（世界的な食料需要の拡大・多様化）

1

○ 世界人口は、2022年には約79億人に到達。2050年に約97億人になると予測され、世界の食料需要は今後もベースとして拡大。

○ さらに新興国を中心に国民１人当たり所得が向上するにつれて、それらの国の油脂や魚介類の消費量が増加するなど、食生活も変化（嗜好化が進展）。

○ これまで世界の食料供給を支えてきた単収や収穫面積の増加には限界がある中で、今後も食料需要の増加は確実であり、持続的な食料供給が課題。
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【例：インド、中国、インドネシア等】
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世界合計

59億人

47億人

70億人

資料：UN World Population Prospects 2022より作成

※点線は国連の予測値

(億人)

（一人当たり国民総所得US$1,046～US$12,695)

世界の一人当たり食料供給量（需要量）の推移

資料：FAO STAT、世界銀行Data Bankより作成



食料の供給をめぐる状況（気候変動等による安定供給リスクの増大）

2

○ 世界の平均気温は、2024年に過去最高を記録（記録が残る1850年以降）。

○ 農林水産業は気候変動の影響を受けやすく、高温による品質低下などが既に発生。降雨量の増加等により、災害の激甚化の傾向。

○ 気候変動や、これに伴う異常気象の頻発化、災害の激甚化など、世界的に食料供給を不安定化させるリスクが増大。

資料：コペルニクス気候変動サービス、欧州中期気象予報センター

農業・漁業分野の気候変動等の影響・被害

河川氾濫によりネギ畑が冠水
（令和５年７月秋田県能代市）

日本における１時間降水量50mm以上の
年間発生回数

資料：気象庁資料より作成

2015年～2024年の10年間の平均年間発生回数は約334回
1976年～1985年と比較し、約1.5倍に増加

世界の平均気温※の推移
（※1850～1900年の平均と比較した増加量）

水稲：高温による品質の低下
（白未熟粒(左)と正常粒(右)の断面）

海水温の変動の影響により、サケの漁獲量が急激に減少
21万トン（平成18年）→約1.6万トン（令和７年11月30日時点）
本年は、過去最低であった昨年4.6万トンの更に３分の１程度に。
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北海道 本州

５月下旬(※)の旬平均海面水温の変化
（左：平成18年、右：令和６年）

資料：気象庁資料より作成
（※サケ稚魚が北上を開始する時期。岩手沿岸の水温は10℃～12℃(平成18年)から13℃～16℃(令和6年)に上昇。）
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日本の日常生活体験

テーマパーク

温泉入浴

美術館・博物館等

日本の歴史・文化体験

日本の酒を飲むこと

繁華街の街歩き

自然・景勝地観光

ショッピング

日本食を食べること

訪日前に期待していたこと

次回したいこと

○ 日本の食は、旬を生かした調理やだし文化により素材の美味しさを引き出す点や、発酵食品や栄養バランスの取れた和食など健康性の高さも海外から注目。

○ 寿司・和牛・抹茶などは海外で高く評価。美味しさ・健康・安全を兼ね備えた食文化として、世界で存在感を高めている。

日本の食の評価

出典：インバウンド消費動向調査結果及び分析（観光庁、2024年次報告書）

出典：WHOホームページ

https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_hakusyo/gaikokuji
nshohidoko.html

順位 国 年齢（歳）

1 シンガポール 73.65

2 日 本 73.40

3 韓 国 72.45

72 米 国 63.91

順位 国 割合（％）

1 米領サモア 75.21

2 トンガ 71.65

3 ナウル 69.92

18 米 国 41.99

190 日 本 5.54

出生時の健康寿命 成人の肥満（BMI ≧30、年齢標準化推定値)
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出典：貿易統計

海外における日本食レストラン数

茶の輸出額の推移

出典：「海外における日本食レストラン調査」（外務省調べに基づき、農林水産省において集計）

訪日旅行に関する意識（上位10位 ※複数回答可）
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現下の状況を踏まえた対応の考え方

4

○ 世界的な食料需要の拡大や、気候変動等による食料供給リスクの増大といった世界的な食をめぐる課題や日本の食への評価を踏まえ、新しい基本計画の
下での取組に加え、日本の先端技術の「粋」の詰まった、世界に打って出られる分野の勝ち筋を見極め、攻めの分野として戦略的に投資を進めていく。

○ 新たな国内・海外市場の獲得や新規開拓、さらなる技術やノウハウの蓄積・還元、施設やモデル等のパッケージの海外展開および他国の課題解決への貢献
を通じ、稼げる農林水産業の創出や日本への富の呼び込み、食料安全保障の確保につなげていく。

日本の先端技術の「粋」の詰まった、
世界に打って出られる分野の勝ち筋を見極め、
攻めの分野として戦略的に投資を推進

世界的な食料需要の拡大
気候変動等の

食料供給リスクの増大
日本の食への評価 世界に伍する日本の技術

施設等のパッケージの海外展開
他国の課題解決への貢献

さらなる技術やノウハウの
蓄積・還元

新たな市場獲得・開拓

稼げる農林水産業の創出

食料安全保障の確保

日本への富の呼び込み

新しい基本計画等の下、

農業農村整備
（農地の大区画化等）

等を推進

共同利用施設の
再編整備・合理化

スマート農業技術・新品種の
開発、普及・実装

輸出産地の育成

養殖業の成長産業化



今後の検討事項

5

各領域（植物工場、陸上養殖、食品機械、新規食品）それぞれの実態に即して、

○ 国内外の技術や市場、政策等をめぐる現状・課題の整理

○ 日本の勝ち筋

○ 日本が目指すべき市場・市場規模

○ 市場の確保・拡大・創出に向けた対応方策

・ 研究開発、事業化、事業拡大、販路開拓、海外展開といった事業フェーズを念頭に、
・ 注力すべき技術、知財・標準化、人材育成、創業、規制・ビジネスルールへの対応、
国際連携などの各種方策について、

・ 官民での役割分担、スケジュールも含めて検討。

○ 具体的な投資先のイメージ

○ 投資内容やその時期、目標額などを含めた『官民投資ロードマップ』



6



フードテックWGの検討体制

座長
鈴木 農林水産大臣

＜植物工場ユニット＞
リーダー

根本座長代理

メンバー
・農産局 園芸作物課◎
・農林水産技術会議事務局
研究開発官室◎

・農林水産技術会議事務局
研究推進課

・大臣官房政策課

＜陸上養殖ユニット＞
リーダー

山下座長代理

メンバー
・水産庁 栽培養殖課◎
・水産庁 研究指導課
・農林水産技術会議事務局
研究推進課

・大臣官房 政策課

＜食品機械ユニット＞
リーダー

広瀬座長代理

メンバー
・新事業･食品産業部
新事業・食品産業政策課◎

・農林水産技術会議事務局
研究推進課

・大臣官房政策課

＜新規食品(植物由来食品等)ユニット＞
リーダー

山本座長代理

メンバー
・新事業･食品産業部
新事業･食品産業政策課◎

・農林水産技術会議事務局 研究推進課
・大臣官房政策課

※担当部課については検討状況等により追加等の可能性あり

座長代理
根本 副大臣、山下副大臣、広瀬政務官、山本 政務官

農林水産省内における領域毎の検討ユニット

事務局
大臣官房政策課技術政策室◎、新事業・食品産業部、農産局、農村振興局、農林水産技術会議事務局、水産庁、大臣官房政策課

経済産業省イノベーション・環境局 イノベーション政策課大学連携推進室、商務・サービスグループ生物化学産業課

構成員
松江 英夫氏（ﾃﾞﾛｲﾄ ﾄｰﾏﾂ ｸﾞﾙｰﾌﾟ執行役）、有馬 暁澄 氏(Beyond Next Ventures㈱ ﾊﾟｰﾄﾅｰ）、荻野 浩輝((一社)AgVenture Lab代表理事理事長)  

林 絵理 氏 (NPO法人植物工場研究会理事長)、久保田 孝英 氏(㈱三菱総合研究所) 

岡田 亜希子氏（株式会社UnlocX取締役）、小倉千沙 氏(㈱メロス代表取締役)

検討状況の報告 進捗管理、統括
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価値ある埋もれた技術を社会実装する

テクノロジーで食品ロスをゼロに



2009年　株式会社マクロミル　
営業・人事

2014年　株式会社グライダーアソシエイツ　
取締役・上席執行役員CMO

2019年　株式会社パンフォーユー
取締役

2022年　一般社団法人フローズンエコノミー協会
代表理事

2023年　株式会社インターホールディングス
取締役→2025年代表取締役

2025年　一般社団法人食品ロスゼロテクノロジー協会
代表理事

インターホールディングス  代表取締役  / 食品ロスゼロテクノロジー協会  代表理事

山口 翔



会社名

設立

資本金

所在地

代表

業務内容

株式会社インターホールディングス

２０１９年３月

１億円（２０２６年６月時点） （資本準備金除く）

東京都世田谷区羽根木 1丁目21-8

代表取締役　山口  翔

真空事業  shin-ku
社会実装支援事業

2025年3月第5期J-Startupに採択
EY Innovative Startup SDGs賞受賞
東洋経済2025年すごいベンチャー 100

「テクノロジーで食品ロスをゼロに」をミッションとする、
一般社団法人食品ロスゼロテクノロジー協会を運営

Mission

価値ある埋もれた技術を社会実装する



真空インフラで、食品物流に変革を起こす



ハジー技研株式会社

萩原忠 （94歳）

日本の発明家が30年かけて開発した真空特許技術

ハジー技研から
2022年11月に
真空特許技術を

権利譲渡

一度空気が抜けると空気が逆流しない逆止弁の特許

真空状態 (気圧低い )
引
っ
張
る
力

陰圧で切れ目
が閉まる

外の世界（気圧高い）

（特許第6180009号）

かつてアポロ計画に参画していた
萩原先生の技術を応用

https://www.j-platpat.inpit.go.jp/c1800/PU/JP-2018-188197/AAAE874C428652077E16BB122549A08320AE01FBCC8BC9B838B1F754BB0CE49F/11/ja


99.5%
地球上最高の “真空特許技
術”

お米が半年後も新米！

ワインを開けた後 1ヶ月も味の変化がない！

誰でも何度でも簡単に

shin-ku RICE KEEPER
（真空ライスキーパー）

Vie-de Vin（ヴィドヴァン）



当社真空技術の特徴（競合差別化）

①鮮度が長期維持される

99.5%の真空率で食品の賞味期限が圧倒的に伸びる

②電気不要で真空化
既存の真空技術は専用の機械が必要なのに対し、逆止弁のみで手だけで真空にできる

③何度も真空にできる
一度開封しても脱気をすることで、再度真空にすることができる



真空フレコンの開発

逆止弁を搭載した大型の真空フレコン を開発中です。備蓄米を真空フレコンに切り替えること
ができれば、常温環境で保管が可能になり、環境面とコスト面の課題を同時に解決します。
真空フレコンでの輸出 も進めていきます。

既存：フレキシブルコンテナほか

定温倉庫＋リーファー輸出
新：真空フレコン(1t)

常温倉庫＋ドライ輸出

変更

1トン1t



「創造する人が、挑戦し続けられる社会を」
　 ~100年続く酒蔵が、次の100年も挑戦できる仕組みを。~



日本酒の国内市場規模は約 6,100億円。海外輸出は 2013年以降右肩上がりに成長。
「伝統酒造り」がユネスコの無形文化遺産に登録され、ますます増加する海外ニーズ
に応えるスタンダードな容器を目指します。

約500億円

日本酒業界は現在深刻な瓶不足に頭
を悩ませています。
そして日本酒は国内でも洋服や靴と違
いなかなか「試して」買える商品ではあ
りません。また世界に目を向けてみる

と、日本酒を全く知らない
外国人がいきなり 720mlを
レストランで飲むのはハー
ドルが高いと感じていま
す。日本酒をまだ飲んだ
事の無い国内外の人に
「試す」事を、インターホールディン

グスの ”真空特許技術 “により品質確
保しながら SDGsにも配慮しつつ行える
可能性を持ったプロジェクトになると信
じています。

株式会社南部美人  代表取締役  久慈浩介様

日本酒_市場規模



四合瓶に比べて容器重量

約1/20
リットルあたりの送料約 40%減

真空弁により、日本酒のフレッシュさを維持するとともに、瓶に比べて輸送時に割れな
いかつ重量が軽くなることで、コスト面、環境面ともに負荷を大幅に軽減

日本酒_瓶との比較



阿櫻
（秋田県）

対象製品：火入れした日本酒、生酒
テスト方法：同日に真空容器と瓶に充填し、一週間毎に官能テスト
温度帯：冷蔵（ 8℃帯）・常温（ 20=25℃帯）
テスト項目：味、風味、色味

特に繊細な生酒において、味、風味、色味で 瓶と比べて鮮度維持 ができている

味や香りや色味について、開けたての瓶
と比較しても問題ない。

加賀の井酒造
（新潟県）

生酒

瓶保管品と比較して、 熟成が遅く生老を
感じない。香りも同じく、瓶と比較して生
老が少なく感じる。

各酒蔵杜氏様の声

生酒

富士高砂
（静岡県）

味はスッキリ飲みやすくなめらかで、香り
や色味についても良好である。

銀盤酒造
（富山県）

生酒

1ヶ月後も、味や香り、色味について開け
たてと比較しても変化がない。

生酒



秋田県の事例が農林水産省の優良事例として掲載

秋田県で約 10蔵と連携して、先行して 2025年より実証事業を開始。
真空による新しい日本酒体験が評価され、東京でもトライアルがスタート。



価値ある埋もれた技術を社会実装する

テクノロジーで食品ロスをゼロに



テクノロジーで食品ロスをゼロに

多くのスタートアップ・大手企業が食品ロス削減に取り組む中、各社が個別に課

題解決を図るだけでは、成果が分散し、十分な効果を発揮できていません。政府

との連携や世論への訴求といった重要な側面においても、十分なインパクトを創

出できていないのが現状です。

こうした現状を打破するため、最先端のテクノロジーを活用するスタートアップ企

業からこれらを活用する大企業まで一同に結集し、「食品ロスゼロテクノロジー協

会」を発足しました。各社の結束と協働のシナジーを通じ、政府との連携強化や

社会全体への訴求力を高めていきます。

加盟社数  約100社



テクノロジーで食品ロスをゼロに

多くのスタートアップ・大手企業が食品ロス削減に取り組む中、各社が個別に課

題解決を図るだけでは、成果が分散し、十分な効果を発揮できていません。政府

との連携や世論への訴求といった重要な側面においても、十分なインパクトを創

出できていないのが現状です。

こうした現状を打破するため、最先端のテクノロジーを活用するスタートアップ企

業からこれらを活用する大企業まで一同に結集し、「食品ロスゼロテクノロジー協

会」を発足しました。各社の結束と協働のシナジーを通じ、政府との連携強化や

社会全体への訴求力を高めていきます。

加盟社数  約100社

 食品スタートアップから老舗中小企業まで、
 幅広く加盟いただいております。

　1. 食品製造・加工
　2. 保存・鮮度保持テクノロジー
　3. 流通・小売・物流
　4. IT・データ・プラットフォーム
　5.インフラ・アセット
　6.人材・採用 (HR)
　7.マーケティング・ PR・コンサルティング
　8.その他



2021年9月 2022年5月

（NEW）2025年12月

食品ロスゼロテクノロジー協議会

2024年12月







アメリカ発のテクノロジー企業も加盟



食品ロスゼロテクノロジー協議会のメンバーで 1日限定の企画で大阪万博に出展。

大阪万博出展（ 2025年4月）



農林水産省の「知」の集積と活用の場、フードテック官民協議会と連携し、食品保存技術の社会実装における
課題をディスカッションするイベントを共催。約 100名参加で、満足度は 100%。

食の未来を拓く保存テクノロジー（ 2025年7月18日）



ロスゼロサミット 2026（2026年2月10日）

大企業から中小・スタートアップまで、業界のキーマンを中心に、
約120社が集まるロスゼロサミットを開催。様々なテーマでセッションを展開。

地域と世界をつなぐロスゼロテクノロジー



鮮度保持技術WT（ワーキングチーム）について

植物工場 陸上養殖 食品機械 新規食品

食品加工
鮮度保持

フードテック



・趣旨

最先端の鮮度保持技術の活用により、 食品ロスの削減ならびに海外輸出をはじめとする 食
品商圏の拡大を目的とした、官民連携による活動を推進します。

・アウトプット

● 冷凍、真空等の鮮度保存技術を活用し
た活動・事例の発表

● 参加メンバー間での多角的な意見交換

● 各メーカーとサービス提供団体間の具体
的な事業連携（マッチング）の促進

・想定ジャンル

● 一次産業・生産者（農業・水産・畜産  等）

● 食品メーカー（製造・加工）

● 鮮度保持技術・資材・機器メーカー

● 流通・小売・物流

● 外食・中食（飲食・給食  等）

● IT・データ・プラットフォーム

● マーケティング・ PR・コンサルティング

● 行政（自治体・関係省庁・政府機関）

● 研究機関・有識者

● 金融・投資機関  / 社団法人  等

鮮度保持技術WT（ワーキングチーム）について



鮮度保持技術WT（ワーキングチーム）について

お気軽にご登録ください。ご清聴ありがとうございました。



フードテック官民協議会
2026年第1回総会

発酵菌食品WTの発足

2026年6月24日



1. 初期運営メンバー

2. 発酵菌食品WTのミッション

3. 発酵菌食品とは（本WTでの定義）

4. 趣旨・設立目的

5. 普及に向けた課題

6. 本WTの進め方（対象範囲）

7. 検討予定事項

目次

画像: NoMy Japan

画像: アグロルーデンス



発酵菌食品に関わる事業会社・スタートアップ・アカデミア・NPO・行政からなる14団体

初期運営メンバー

※順不同

本ワーキングチームは、初期の共通基盤（ガイドライン案）を迅速に構築するため、
初期フェーズにおいてはメンバーを固定したクローズド形式で運用いたします。



発酵・培養技術で食料供給の未来を支え、持続可能で多様な
新たな食品素材の選択肢を社会に届ける。

発酵菌食品

本WTの対象範囲

発酵菌食品WTのミッション

動物性食品 植物性食品

画像: (上）麹ラボ
(左下)アグロルーデンス、(右下)NoMy Japan



発酵菌食品とは（本WTでの定義）

既存の発酵食品
例：味噌、醤油、ヨーグルト等

基質が主、菌はプロセス要素として機能する食品群

発酵菌食品
発酵由来の新しい食品素材

従来の食経験を基盤とした「菌体そのもの」を対象とした食品

：発酵菌の新しい利用形態

（説明・発信用の呼称レベルの定義であり、学術定義・法規制を示すものではない）

”発酵菌”の主な対象範囲：発酵で利用される有用菌とその仲間

麹菌
きのこ菌
（菌糸体）

納豆菌 酵母



発酵菌を活用した新たな食品領域の「共通基盤」を構築する

：技術特性・安全性・表示・リスクコミュニケーションなど

趣旨・設立目的

❖ 発酵菌食品の社会実装に向けて顕在化する課題やリスクに関して
協議する場の形成

❖ 発酵菌食品の付加価値化による市場競争力の強化

発酵菌の社会的受容を目的とした領域全体としての取り組み

：産業位置付け・名称・消費者理解の促進など



想定課題・リスク

● 「菌を食べる」ことへの消費者の心理的ハードル

● 安全性が確立された発酵菌食品と、食経験のない菌との混同リスク

● 科学的事実と消費者認識のギャップによる普及阻害

普及に向けた課題

提供価値

● たんぱく質、食物繊維が豊富

● 非動物性、食物アレルゲンフリー

● 持続可能性が高い



本WTの進め方（対象範囲）

【Core｜本WTの議論の中核】

麹菌やキノコ菌由来の菌糸体食品（マイコプロテイン）

● 海外での製品化が先行しており、国内での伝え方・説明の整理が必要

● 安全性、QA/QC、リスクコミュニケーションについて国内の「共通基盤」が必要

【Other / Later｜別枠・後段整理】

納豆菌や酵母など菌糸体ではない発酵菌食品

● 説明軸やリスクコミュニケーションの設計が菌糸体食品と大きく異なり得るため、必要
に応じて個別検討を実施する

※本WTは、伝統的な『食経験』に根ざした『微生物バイオマスそのもの』に焦点を当てている
遺伝子組換え技術や精密発酵は、他の枠組みとの重複を避けるため、本ワーキンググループの対象外とする



検討予定事項

fact_check  発酵菌食品の対象範囲・定義の整理

label  消費者向けの基本名称の確立

security  安全性の考え方・管理の方向性の整理

campaign  表示・リスクコミュニケーションの基本方針の整理

groups  消費者理解を深める取り組み

など



フードテック官民協議会
令和8年度 第1回総会/提案・報告会議事次第

開会挨拶

1. 日本成長戦略会議フードテックWGについて

2. 機関・団体からの発表

3. 登壇者によるピッチ発表

4. 事務局からのご案内

ネットワーキング（現地会場のみ実施）

2026年6月24日(水) 14:30-17:00
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ワークショップ

これまでの取組

✓自社の現状把握、事業展開や顧客開拓に係る戦略策定、発信方法の仮説構築等を目的と
したワークショップを、２０２５年９月から１２月にかけて計４回実施。



5

✓ 商品・技術に対する率直な意見や利用シーンのヒアリング、価格帯や訴求ポイ
ントに関する反応の取得など、定性的・定量的な検証を実施。

テストマーケティング

これまでの取組



6

ピッチイベント・展示会

✓ マッチングを目的としたピッチイベント及び展示会「SHIKOKUフードイノベー
ションサミット」を開催。

これまでの取組



フードイノベーションサミットでの各企業の宣言

これまでの取組

⚫ A3のお肉にも正当な評価を。赤身肉の「新お
いしさ」の発信

⚫ 生体販売への挑戦

株式会社ゆうぼく

⚫ 再生エネルギーを活用し、国産ライチを生産
⚫ 規格外ライチを活用した商品開発も進める

株式会社富士クリーン/株式会社四国総合研究所

⚫ 高温下でも育成可能な養殖技術で、世界の海藻
を守る

⚫ お酒を飲んで健康になる？海藻由来のお酒ゼ
リーの開発

株式会社ウルバ

⚫ 地域の独自酵母でつくれるクラフトビールの開
発による、地域文化と発酵文化の発信

株式会社セツロテック





9

今後の取組

Fantudio Takamatsu

出典：タニコー株式会社HP

✓ 独自の食文化を育んできた高松市で、全ての料理人の想いに寄り添い、料理の未来を
共に創り上げるための施設。

✓ キッチンスタジオ、シェアレストラン、ショールーム、テストキッチン、EC商品展示
コーナーと目的別の５エリアで構成。

香川県所在地 タニコー株式会社運営主体





新潟フードテックタウン

新潟フードテックタウン実行委員会事務局

2026年6月



1. 背景

2. 新潟フードテックタウン エコシステム

3. 新潟フードテックタウン実行委員会　活動計画

2



食のスタートアップエコシステム形成における新潟のチャンス

① 米や、発酵産業を中心とした

　 食品産業が盛ん

● 米の収穫量、59万トン※で全国1位

● 酒蔵の数、88蔵で全国1位

● 野菜・果樹・水産業も盛ん

※資料：農林水産省「作物統計調査（確定値）」（令和 6年2月29日）

② 大学や食品関連研究所の存在

● 24の大学

「事業創造大学院大学」「開志専門職大学」

「新潟大学」「新潟青陵大学」「長岡技術科学大学」

「新潟医療福祉大学」等

● 食・農業関連の大学

「新潟食料農業大学」「新潟大学 農学部」

「新潟県農業大学校」等

● 食や農に関係する研究所

「新潟県農業総合研究所」「新潟県醸造試験場」

「新潟県農業総合研究所 食品研究センター」等

③ 地域を代表する企業に食の企業が多い

亀田製菓株式会社 / ブルボン株式会社 / 株式会社栗山米菓 / ユキグニファクトリー株式会社 / 
サトウ食品株式会社 / 八海醸造株式会社 / 一正蒲鉾株式会社 / 岩塚製菓株式会社 / 越後製

菓株式会社 / 朝日酒造株式会社

3



東京

新潟

上海

ソウル

香港

台北

我々の実現すべきこと

新潟に

エコシステム拠点 を作り、

フードテック起業立地 の最適地

とする

4

新潟フードテックタウン



2. 新潟フードテックタウン　エコシステム

⑥
アクセラ
レーター

⑤
行政

③
大学・
研究所

②
大企業

①
投資家

④
国内外

パートナー

5

〈新潟フードテックタウンにおけるエコシステムのイメージ〉

　　⓪
　起業家

フードテックエコシステムを作るためにやるべきこと



フードテックスタートアップ企業のイメージ

代
替
た
ん
ぱ
く

ア
グ
リ
テ
ッ
ク

C
P
G

細胞培養による食料

生産

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
❘
ン

高齢者向け完全栄
養食

海藻の陸上養殖 ブランドうにの生産 果樹の生産・輸出DX

植物由来の代替

肉

プラントベースミルク

6

5 3

2
1

4

起業家

０

6

AI収穫ロボで省人化

インテグリカル

チャー株式会社

グリーンカル

チャー株式会社

株式会社

LacuS
KOATJI,Inc.

合同会社シーベ

ジタブル

inaho株式会社 株式会社北三

陸ファクトリー

　株式会社日本農業



レイター
75億円～※

ミドル
15億円～75億円程度※

アーリー
～15億円程度※

Future Food Fund 3号ファンドを組成  

アメリカでは、スタートアップのフェーズごとに合計200個以上のフードテック特化ファンドが存在

次期3号は、100億円規模にて組成予定

※投資対象スタートアップの評価額

7

投資家

6

5 3

2

4

1

０

さらに、フェーズに応じた複数のファンドの組成 を働きかける



8

大学・
研究所

6

5

2

4

０
3

1
新潟大学  × オイシックス・ラ・大地  フードテック人材育成のための契約学科（ 2028年4月）

  i

契約学科制度のイメージ

日本最大の食料生産地である新潟から

「日本初のフードテックスタートアップを輩出する大学拠点」 を実現

大学

・研究成果の社会実装

・社会イノベーター育成

・高度人材の採用

・新規事業創出の加速

産業界

フードテック・
イノベーション

プログラム（仮称）

高度人材の輩出

産業界のリソース投入
（資金、実務家、ビジネスの知見）



国内外パートナー

グローバルパートナー国内起業家アドバイザー （イメージ）

シェアキッチン

ファンド

国内外
パートナー

6

5 3

2
1

4

０
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大手企業トップ
スタートアップCEO



● 新潟経済同友会代表幹事　吉田 至夫 様
● 新潟県商工会議所連合会 会頭　廣田 幹人 様
● 新潟ニュービジネス協議会 会長　宇尾野 隆 様
● 新潟大学学長　染矢 俊幸 様
● 長岡技術科学大学学長　鎌土 重晴 様
● 新潟医療福祉大学長　西澤 正豊 様
● 開始創造大学学長　黒田 達也 様
● 新潟食料農業大学学長　中井 裕 様
● 開志専門職大学学長　各務 茂夫 様
● 第四北越銀行取締役頭取　殖栗 道郎 様
● 内閣府スタートアップ・エコシステム拠点都市

新潟コンソーシアム 代表　木山 光 様
● 新潟ベンチャー協会 代表理事　渋谷 修太 様

新潟フードテックタウン実行委員会の設立   　

名誉会長

新潟県知事
花角 英世様

顧問

新潟市長
中原 八一様

共同委員長

NSGグループ会長
池田 弘様

共同委員長

オイシックス・ラ・大地(株)
髙島 宏平

委員

亀田製菓株式会社  / ブルボン株式会社  / 株式会社栗山米菓  / ユキグニファク

トリー株式会社  / 八海醸造株式会社  / 一正蒲鉾株式会社  　等 100団体以上が

参画

協力団体

    顧問

公益財団法人食の新潟国際賞財団 
特別顧問・ファウンダー

古泉 肇様

新潟フードテックタウン実行委員会
4/16
誕生

6

5 3

2
1

4

行政 ０
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イベントの開催

• 2024年12月3日、2025年4月11日に、新潟フードテックタウン構想についてのプレイボールイベントを実施

• 2026年4月16日に、新潟日報メディアシップで  NFTTサミット2026を開催

アクセラ
レーター

5 3

2
1

4

０

6
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スタートアップの商品を販売する「トライアルパートナー」制度

 イオンモール株式会社/ 株式会社セブン-イレブン・ジャパン / 株式会社ウオショク / 株式会

社日本フードリンク/ 株式会社古町糀製作所 / 株式会社小川屋 / 株式会社クーネルワーク / 
株式会社トップカルチャー / 株式会社ブリッジにいがた / 株式会社佐藤食肉 / 株式会社

IDEAL / 株式会社カーブドッチ　等

新潟フードテックタウン構想  トライアルパートナー

スタートアップの商品を、「自社で販売する」「原料として使用する」「レストランで調理して提供する」などの支援

を一緒に行うパートナー

アクセラ
レーター

5 3

2
1

4

０

6



3. 新潟フードテックタウン実行委員会　活動計画

13

① 分科会の設置

② コミュニティの立ち上げ

③ 協力団体とのパートナーシップ締結



① 分科会の設置

３つの分科会  を立ち上げ、実行委員を中心に個別プロジェクトを推進

研究シーズを発掘する

起業家を育成する

(1) アカデミア分科会

■ 分科会長

　開志専門職大学

　学長　各務　茂夫

起業家を呼びこむ

(2) 政策検討分科会

■ 分科会長

　内閣府 ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ・ｴｺｼｽﾃﾑ
　拠点都市 新潟ｺﾝｿｰｼｱﾑ

　代表　木山　光

起業家を支援する

(3) 人材・

マネジメント分科会

■ 分科会長

　新潟ベンチャー協会

　星野　善宣

14



② コミュニティの立ち上げ

フードテックのスタートアップが気軽に 集まる場  を創出し、熱量を醸成

■ リーダー

　株式会社LacuS
　代表取締役　古津 瑛陸

15

1. 月１の定期的な交流会の実施

● 起業家を大企業やVC、大学や行政等が囲む会の実施

2. 2026年秋にポップアップイベントを開催

● フードテックに特化したポップアップイベントを秋に開催

3. フードテックキャンプの実施

● スタートアップ同士の繋がりの深化、悩み共有

4. 月１のレポート発行

● スタートアップの活動、リアルな声の発信



③ 協力団体とのパートナーシップ締結

新潟県内外から 100団体以上  の企業、行政、大学等からご協力いただくパートナーシップを締結

16



フードテック官民協議会
令和8年度 第1回総会/提案・報告会議事次第

開会挨拶

1. 日本成長戦略会議フードテックWGについて

2. 機関・団体からの発表

3. 登壇者によるピッチ発表

4. 事務局からのご案内

ネットワーキング（現地会場のみ実施）

2026年6月24日(水) 14:30-17:00
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日本の発酵技術で
珈琲の未来をひらく

ただ美味しい珈琲をつくったので
はありません ...
珈琲の未来に、ひとつの選択肢を
加えました。
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珈琲市場の「３つの課題」
PROBLEM

差別化軸の飽和

産地・焙煎・抽出による差別化はすでに
飽和状態。 全国のロースターが「他店に
ないオリジナル」を 求めているが、新た
な選択肢が存在しない。

健康への意識向上

健康意識の高まりとともに、飲み物に 「
おいしさ×機能性」を求める層が拡大。
美味しさと身体へのやさしさを両立した
コーヒーへの需要が生まれている。

気候変動の影響により、 2050 年までに世
界の主要産地でコーヒーの収穫量が大幅
に減少し、安定供給が困難になると予測
されている問題です。

2050 年問題の解決の一助
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一般社団法人日本スペシャルティコーヒー協会 スペシャルティコーヒー市場調査2024 要約

国内珈琲市場推移
SPECIALTY COFFEE
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発酵珈琲の市場機会
MARKET OPPORTUNITY

SOM

日本のスペシャルティコーヒー市場

約3,525 億円

※ 2024年の日本スペシャルティコーヒー市場

SAM

日本のコーヒー市場全体

約2.7 兆円

※2024 年の日本のコーヒー市場規模 約2.7 兆円

TAM

世界スペシャルティコーヒー市場

約16.7 兆円

※ 2025年の世界市場規模 111.5 billion

全日本コーヒー協会/SCAJ
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珈琲の生豆を

発酵させること

発酵珈琲とは

福島の日本酒の技術で発酵させると
独自の「旨味・香り」が際立つ

ABOUT
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発酵珈琲の精製プロセス
PROCESS

7

輸
入

独自の技術*で珈琲生豆を発酵

福島県
ハイテクプラザ

共同研究中

福島県
共同特許

出願準備中

* 福島県と共同特許出願準備中のため、当該技術は非公開

出
荷

珈琲ロースター

国内

福島でもう一度発酵させる

福島から 全国
福島から 世界へ

栽培国

酵母

培地 培地

出荷

加工

収穫

栽培

栽培国



STEP 1

仕込み（準備）

8

発酵珈琲の精製プロセス
PROCESS

酵母を選定

培地を選定

珈琲豆を選定



STEP 1

仕込み（準備）

STEP 2

もろみ（発酵）
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発酵珈琲の精製プロセス
PROCESS

酵母を選定

培地を選定

珈琲豆を選定

酵母 珈琲豆 培地



STEP 1

仕込み（準備）

STEP 2 STEP 3

熟成もろみ（発酵）
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発酵珈琲の精製プロセス
PROCESS

酵母を選定

培地を選定

珈琲豆を選定

酵母 珈琲豆 培地



STEP 1

仕込み（準備）

STEP 2 STEP 3

熟成もろみ（発酵）

STEP 4

火入れ（焙煎）
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発酵珈琲の精製プロセス
PROCESS

酵母を選定

培地を選定

珈琲豆を選定

酵母 珈琲豆 培地
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発酵珈琲技術の優位性
Innovation

これまで難しかった理由

* 農園で自然発酵依存

* 野生酵母混入

* 発酵条件のばらつき

* 発酵具合の制御

今できるようになった理由

* 一般生菌数の抑制

* 再現性高く制御可能な発酵プロセ

ス

* 珈琲豆の内部から発酵することが

できるので、豆そのものの物質を

変化することができる

自然発酵 → 制御型発酵へ

福島県ハイテクプラザとの共同研究により、福島発の発酵技術を世界に通用する製造技術へ高めている。

この技術転換で実現できること

* 狙った香味設計を再現できる

* 商品ではなく、製造技術として展

開できる

* 国内外市場へ打って出れる

* 珈琲豆以外にも技術展開が可能
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SOLUTION

「発酵珈琲」が
変える３つの定義

福島の日本酒醸造技術を珈琲生豆に応用 ─ 産地でも焙煎でもない、「第三の価値軸」を創造する

旨みの向上

日本酒酵母の力で
珈琲に旨みを注入

機能性成分

GABA・グルタミン酸
各1.8 倍増加（研究データ）

ご当地珈琲

地域の特産品×発酵で
無限のフレーバーを創造
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SCIENCE

数字が証明する、発酵の力

280,000 ×
酵母数の増加

40 → 1,100 万（ 28万倍）

201 ×
香り成分の増加

フルフリルエチルエーテル

44,320 → 8,927,545

1.8 ×
グルタミン酸増加

旨み成分が1.8 倍

0.18 → 0.32 mg/L

1.8 ×
GABA増加

機能性成分が1.8 倍

0.11 → 0.20 mg/L

＊福島県ハイテクプラザ調べ



全国・世界の地域の特産品 （果物、野菜、花、乳酸品など） 無限のフレーバーが可能 15

珈琲生豆 ｘ 発酵ｘ焙煎

ブラジル

エチオピア

マンダリン

デカフェ

もも

あま酒

さくら

浅煎り

中煎り

深煎り

PRODUCT

「ご当地珈琲」の可能性



VISION

日本の発酵技術で
珈琲の未来をひらく

関係人口の創出 エコサイクルの実現オールフクシマプロジェクト オールドビーンズの活用
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【日本酒×流通改革】 一合缶で拓く地域資源の世界展開
キーワード： フードテック、 観光・インバウンド、 地方創生、 GX、 ロジスティクス、 文化輸出

1７5
取引先

蔵元

8５
％（一合缶）

導入蔵

10
か国

輸出
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About Agnavi
会社概要

◆設立日：  2020年2月27日

◆所在地：  本社：  神奈川県茅ヶ崎市本村

 工場：  埼玉県比企郡小川町

◆資本金：  70,928,500円

◆代表：   代表取締役 玄 成秀

◆株主：

◆主要取引先様

◆デザイン賞の受賞等

日本パッケージ
コンテスト
飲料部門賞

英国パッケージ
アワード

サスティナブル部門賞

米国パッケージ
アワード

最優秀デザイン賞

英国パッケージアワード
グラフィックデザイン賞

（日本唯一）

加藤産業グループ



Vision

日本酒の文化と産業を、次の100年へ。

Mission

ICHI-GO-CAN®を通じて、品質・流通・文化を再構築し、

世界に開かれた持続可能なエコシステムを創出する。

Concept

日本酒はただの飲料ではなく、文化のインターフェイスである。

Vision & Mission
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ICHI-GO-CAN®は、日本酒の新しい包装規格である。

瓶 （情緒的）

✓ 重く割れる瓶、回収コストが高い

✓ 蔵ごとに設備投資が重複化

✓ 流通が断絶・高コスト

✓ 消費者導線が希薄

ICHI-GO-CAN®（機能的）

✓ 品質保持光・酸素遮断で品質劣化抑制

✓ 軽量ボトル比で輸送効率向上・CO₂削減

✓ グローバルに適合するフォーマット

✓ 180mL 統一により選択障壁を低減

Solution
ICHI-GO-CAN®が変える日本酒の流通構造

日本酒の缶導入が進まなかった主な要因

• 仮に導入しても、自蔵だけでは稼

働率や発注ロットが確保できず、

赤字リスクが高くなります。

• 多くの地方蔵元は、老朽化した瓶
充填設備の更新時期を迎えながら
も、中小メーカーの利益率は低く、
融資しずらい。

（出所）令和５年酒類業実態調査
（参考比較）令和４年の平均営業利益率は製造業で4.9％。

銀行や行政が支援したくても
支援しにくい現状

CO 排出量

62%

DOWN

酒質

４倍長持ち
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消費者酒蔵
卸

小売

清酒配送

• コンビニ
• スーパー
• 百貨店
• 飲食店

販売

Business Model
事業概要

缶在庫

一合缶

清酒

自社充填 委託充填

充填機保有/レンタル蔵元
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Track record
実績と社会的信用: 概念実証から、全国・世界への拡大へ。

取引蔵元様 1７５社
（缶導入蔵元の約80%カバー）

主要卸先様

加藤産業グループ

取扱先様 （段階的な導入。最大5万店舗の潜在導入先）

世界10か国へ輸出

その他学術連携

◆ ビジネスモデルの評価：
➢ Harvard Business School（HBS）教材候補

＊HBSリサーチセンターより推薦
➢ Oxford、Stanford等海外ビジネススクールでの講義・紹介
➢ グロービス経営大学院、立教大学ビジネススクール 等

◆ 缶容器利用の検証：
➢ Food Science and Technology Research （近日掲載予定）

➢ IUFoST （国際食品科学技術連合） 国際学会シンポジウム 登壇

◆ 研究パートナー（缶と瓶の品質・官能・流通特性比較を共同研究中）

フランス 国立台湾大学

農林水産物の輸出対策委員会 登壇

自民党上月
筆頭副幹事長

自民党福田
元筆頭副幹事長

鈴木憲和
農林水産大臣

小泉進次郎 防衛大臣（元農林水産大臣）
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Track record
これまでの協業実績

メーカー系 スポーツ

マンガ・アニメ

リテール系

ドジャース

鉄道系
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酒蔵 酒蔵 酒蔵 酒蔵 酒蔵 酒蔵

AsIs：現在の仕組み

各蔵の取り組みがバラバラになっている

ToBe：これからの仕組み

酒蔵 酒蔵 酒蔵 酒蔵 酒蔵 酒蔵

一合缶推進委員会

その他
委託先

群戦略で消費を刺激する

最大手総合
容器メーカー

国内8割の
缶導入蔵元
（175社）

国内シェア
最大手の蔵元様
（15万本/日）

Our Strategy
日本酒充填の新しい座組の構築（2026年6月12日より発足）
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Future Plan
日本酒を世界へ広げる

CY202１:

世界唯一の総合容器メーカー
東洋製罐グループHDと
資本業務提携。

CY2025:
• インフラ・ノウハウ蓄積

• 自社ブランド確立

CY2026 
• 取引累計 180蔵元様

• 充填受託開始

• 全国充填ネットワーク化

ICHI-GO-CAN®を「製品」から

「産業インフラ」へ昇華させる。

将来展望

新規市場：数千億円
（仏ワインは1兆円輸出）

現地充填

◆ キーワード：
• Redbull（ファブレス）
• ラクスル（遊休設備活用）
• アマゾン（流通代行）
• インテル（ダブルブランド）

瓶ビールから缶ビール
へ

缶以外：
100%

缶以外：
30%

缶：70%
約2.5兆円

◆ 2022年（市場規模：3.5兆円）

◆ 1980年代（市場規模：1兆円）

缶＝“ライフスタイルの中に
溶け込む”武器

国内ビール市場の缶利用の成功事例
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01

02

03 地域に足を運び、その地域の魅
力を知ってもらう。

03 地域に来てもらう

日本酒の味を知ってもらい、
ファンになってもらう。

02 買ってもらう
手軽に手に取ってもらう。

01 知ってもらう

地域の魅力を知って頂き、

繰り返しその土地を訪れて頂く。

04 リピーターの増加

04

國酒である日本酒の永続的発展のために。
国内外での消費拡大に資するような新たな流通チャネルの構築を

当社の「ICHI-GO-CAN®（一合缶）」という缶パッケージを通じて実現する。

一合で変わる。ひとつの地域から、未来の日本酒へ。

Our Proposal
一合缶で、“地域・人・文化”をつなぐ



フードテック官民協議会 第1回総会/提案・報告会

コーヒーで焙煎するコーヒー

2026.06

アライドコーヒーロースターズ株式会社

営業部マーケティング課
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INDEX
「コーヒーでコーヒーを焙煎する」技術

企業紹介

課題提起

はじめに

内容

コーヒー残渣を活用する類似事例との違い

サービス・商品紹介

まとめ

解決手段 ビジネスモデル①

解決手段 ビジネスモデル②

課題解決のための技術

コーヒーの市場

これまでの開発経緯

コーヒーかすは燃料として優秀
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「コーヒーでコーヒーを焙煎する」技術

1.乾燥2. 成形

3. 焙煎

(回収)

ペレット製造装置及びペレットの製造方法
出願番号（国際出願番号）：特願2025-014411
公開番号（公開出願番号）：特開2025-102748

焙煎システム及び焙煎方法
出願番号（国際出願番号）：特願2024-174295
公開番号（公開出願番号）：特開2025-105440



3

企業紹介

アライドコーヒーロースターズは国内4番目の焙煎量を誇る。
50年以上の歴史をもつコーヒー製造専門企業。OEMが中心。
親会社は石光商事株式会社 (100年以上コーヒー生豆などの食品を販売している商社）。



課題提起
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■コーヒーの焙煎のほとんどは化石燃料
由来のガスを使用している。

化石燃料

■コーヒーは飲用するために焙煎が必要。

課題1

■現状、コーヒーグラウンズのほとんどは

廃棄物として処理されている。

■コーヒーを飲用すると残渣（カス）が出る。

課題2

課題

・日本は世界4位の消費量→大量生産・大量消費・大量廃棄のリニアエコノミー

・消費量が多いので、廃棄量も比例して多い。（1杯10g換算で、一杯当たり30gの廃棄物が出る。）

・焙煎の熱源はほぼ化石燃料由来のガスを使用している。
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出典：酒類食品統計月報2025.03

業務用, 

82,950 , 33%

家庭用, 

86,250 , 34%

工業用, 

83,570 , 33%

2024年レギュラーコーヒー市場別(トン)

業務用

家庭用

工業用

飲料工場で製造しているコーヒー
例. 缶コーヒー、PETコーヒー

工業用

カフェ・レストランなどで提供す
るコーヒー

業務用

自宅で飲むコーヒー
例. ドリップバックなど

家庭用

コーヒーの市場

国内のコーヒーの市場別割合は、工業用：業務用：家庭用＝１：１：１
工業用用途の抽出後のコーヒーかすに限り、一部工場では廃棄しない取り組みはある。
しかし、業務用と家庭用の抽出後のコーヒーカスのほとんどは廃棄されている。

→ 抽出後のコーヒーカスのほとんどは廃棄され続けている。
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1.乾燥2. 成形

3. 焙煎

コーヒーでコーヒーを焙煎する

(回収)

解決
(理想)

焙煎時のガスの使用

コーヒーかすの廃棄

解決手段

化石燃料

課題

課題解決の技術

■コーヒーの焙煎のほとんどは化石燃料
由来のガスを使用している。

化石燃料

■コーヒーは飲用するために焙煎が必要。

課題1

■現状、コーヒーグラウンズのほとんどは

廃棄物として処理されている。

■コーヒーを飲用すると残渣（カス）が出る。

課題2
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これまでの開発経緯

環境省補助金
令和5年度 地域共創・セクター横断型

カーボンニュートラル技術開発・実証事業
コーヒーグラウンズの汎用固形燃料化と
グリーン焙煎技術の開発（補助）機器

きっかけ
多くの得意先さまより、

抽出後のコーヒーかすの処理で
困っているとのこと

産学連携
コーヒーのバイオコークスの開発、

及び焙煎用燃料として活用

実機導入
スケールアップし、

ビジネスとして成り立つモデルへ

2018年頃 2019年～ 2021年～ 2026年～
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コーヒーペレット 23,880 J/g
約5,700 Kcal/kg
※1J≒0.24calで計算

針葉樹の木部(4,450 Kcal/kg)と比較して、約1.29倍
針葉樹の樹皮(4,400 Kcal/kg)と比較して、約1.30倍
広葉樹の木部(4,230 Kcal/kg)と比較して、約1.35倍
広葉樹の樹皮(4,200 Kcal/kg)と比較して、約1.36倍

溶融点が高く、灰が機器内部で悪影響を及ぼす可能性が
低い。抽出工程がある事も、クリンカが起こりにくい要
因となる。

※クリンカ：主にゴミ焼却炉や石炭ボイラ内で、
高温により灰が溶融・固化した「塊」を指す。

コーヒーかすは燃料として優秀

発熱量が高い

木質のペレットと比較して、
おおよそ3割程度発熱量が大きい

クリンカが起こりにくい

↓コーヒーペレットの発熱量の分析結果↓
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解決手段 ビジネスモデル①

業務用, 

82,950 , 33%

家庭用, 

86,250 , 34%

工業用, 

83,570 , 33%

2024年レギュラーコーヒー市場別(トン)

業務用

家庭用

工業用

飲料工場で製造しているコーヒー
例. 缶コーヒー、PETコーヒー

工業用

カフェ・レストランなどで提供す
るコーヒー

業務用

自宅で飲むコーヒー
例. ドリップバックなど

家庭用
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解決手段 ビジネスモデル①
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解決手段 ビジネスモデル②

業務用, 

82,950 , 33%

家庭用, 

86,250 , 34%

工業用, 

83,570 , 33%

2024年レギュラーコーヒー市場別(トン)

業務用

家庭用

工業用

飲料工場で製造しているコーヒー
例. 缶コーヒー、PETコーヒー

工業用

カフェ・レストランなどで提供す
るコーヒー

業務用

自宅で飲むコーヒー
例. ドリップバックなど

家庭用
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解決手段 ビジネスモデル②
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コーヒー残渣を活用する類似事例との違い
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サービス・商品紹介
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コーヒーから他の食品へ

コーヒーのように世界中誰もが知っている嗜好品
だからこそできる食育で、次世代の方々に繋がって欲しい。

1.乾燥2. 成形

3. 焙煎

コーヒーでコーヒーを焙煎する

(回収)

コーヒー業界の課題をサーキュラーエコノミーで解決


	令和8年度第1回総会資料_冒頭部分
	スライド 1: 令和8年度　第1回総会/提案・報告会
	スライド 2: フードテック官民協議会 令和8年度　第1回 総会/提案・報告会
	スライド 3: フードテック官民協議会 令和8年度　第1回 総会/提案・報告会議事次第
	スライド 4: フードテック官民協議会 令和8年度　第1回 総会/提案・報告会議事次第

	260624日本成長戦略会議フードテックWGにおける検討
	既定のセクション
	スライド 0
	スライド 1: 食料の需要をめぐる状況（世界的な食料需要の拡大・多様化）
	スライド 2: 食料の供給をめぐる状況（気候変動等による安定供給リスクの増大）
	スライド 3: 日本の食の評価
	スライド 4: 現下の状況を踏まえた対応の考え方
	スライド 5: 今後の検討事項
	スライド 6
	スライド 7: フードテックWGの検討体制
	スライド 8
	スライド 9


	0624_鮮度保持技術WTピッチ資料.v3
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